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資料８．  基本設計概要表 

 

1. 協力対象事業名 
 ウズベキスタン共和国 中等専門教育開発研究所機材整備計画 
2. 我が国が援助することの必要性・妥当性 
(1) 我が国が当該国に対し援助することの必要性・妥当性 
 ウズベキスタン（以下、「ウ」国とする）はソ連崩壊後の新たな国際情勢において地政学的に

重要な位置をしめている国であり、また同国の民主化、市場経済導入への動きは ODA 大綱

の観点からも望ましいものであるため、同国が人材不足や経済インフラの老朽化、環境悪化

などの問題に効率的に対処し、経済的な困難を克服して国づくりを行えるように、我が国は

同国に対し積極的な支援を行っている。98 年 11 月の同国との間での ODA 政策協議の結果

等を踏まえ、（１）市場経済化移行支援、（２）運輸インフラ整備、（３）環境保全、（４）地

方医療、（５）民主化・行政支援、を我が国支援の重点分野としている。 
(2) 当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性 
 「ウ」国政府は中等専門教育機関を整理統合し、人口の過半数を占める 20 歳以下の若年労

働者に職業能力を身につけさせるため、実践的な職業教育科目を充実させ、産業界に即戦力

として参入できる人材を育成することに中等教育の重点を置いた「国家人材育成プログラム」

を 1997 年に制定し、教育システムの抜本的な改革に取り組んでいる。これに対し、アジア

開発銀行、日本国際協力銀行、韓国経済協力基金をはじめとするドナーは、中等教育分野に

対して、借款、技術協力等の支援を積極的に行っている。 
  一方、職業カレッジの教育・訓練用機材は、旧ソ連時代から受け継がれた旧式の機材が殆ど

で近年の産業界の技術と教育現場での実習内容に乖離がある、等の問題を抱えている。この

ため、新しい技術と教育法を身につけた教員の養成、特に新しい技術の習得を目標とした実

習を含む現職教員の再訓練は喫緊の課題となっている。この課題に対応するべく、全国の幹

部教職員の再訓練、資格向上を実施する中等専門教育開発研究所が設立され、新しい教育指

導方法等に対する定期的な研修が実施されている。本計画の協力対象である同研究所は中等

専門教育分野の教育計画の策定、教材作成の役割も担っている。他方、専門職業科目の教員

再訓練に関しては、地域のパイロット校とされている職業カレッジ等において 270の職業分

野で約 2,000 科目をカバーする技術更新のための再訓練が実施されており、各地域の産業立

地状況、雇用需要等に基づき今回の協力対象 9校が選定された。 
  また、近年、教科書等の使用言語をロシア語からウズベク語に転換し、民族的な自覚を高め

るという政府方針に沿って、教材のウズベク語化が進められており、教員再訓練における教

材作成においても、同様にウズベク語での作成が必要となっているものの、教材のような多

種少量の印刷需要には市中の印刷所ではコストが掛かりすぎるため、十分対応できていない

現状である。 
  中高等専門教育省の下部機関である中等専門教育センターは、教員再訓練の中心的な実施機

関である中等専門教育開発研究所の機材が依然として旧式であり不十分な訓練しかできない

こと、専門科目の教員再訓練用機材が老朽化・旧式化していることから、これら機材を整備

する計画を策定し、我が国に対して無償資金協力を要請してきた。 
3. 協力対象事業の目的（プロジェクト目標） 

 中等専門教育開発研究所及び９校の職業カレッジに対し教員再訓練用の機材を整備する
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ことにより、中等専門教育分野の教員再訓練機能が強化され、職業カレッジにおける教

育の質が向上する。 
4. 協力対象事業の内容 
(1) 対象地域 
 ウズベキスタン国全国 
(2) アウトプット 
 職業カレッジ９校で専門科目に係る教員再訓練用機材が、また中等専門教育開発研究所で

再訓練と教材作成に係る機材が整備される。 
(3) インプット 
 【日本側】 
 職業教育用機材（金属加工、溶接技術、看護学、薬学、獣医学、農学、農業機械保守、外食・

仕出、無線通信機器保守、ガス供給設備保守、電気設備保守、動物学、農産品貯蔵、建築仕

上・木工、製パン・製麺・製菓、食品加工機械保守の各コース）、コンピュータ・ネットワー

ク及び印刷機械の調達 
 【ウズベキスタン側】 
 調達機材のための建物改修、電気設備工事、配管設備工事、空調換気工事、防災設備工事、

機材移設工事等。 
(4) 総事業費 
 概算事業費 7.15億円（日本側 7.08億円、ウズベキスタン国側 0.07 億円） 
(5) スケジュール 
 詳細設計期間を含め約 14ヶ月を予定 
(6) 実施体制 
 実施機関：中等専門教育センター 
 運営機関：中等専門教育開発研究所、職業カレッジ（9 校） 
5. プロジェクトの成果 
(1) プロジェクトの裨益対象の範囲及び規模 

 中等専門教育開発研究所：全国の中等専門教育に従事する教職員 1,800人／年間 
職業カレッジ９校：各地域の再訓練対象教員 700人／年間 

 
(2) 事業の目的（プロジェクト目標）達成を示す成果指標 
 座学中心の再訓練から実習中心に移行（運営機関で実践的な職業教育が可能となる） 
  2002 年（実施前） 2008 年（機材調達後 3年）   
 全体教員数 約 49,000人 約 130,000人  
 再訓練受講生数 2,300 人/年 2,500 人/年  
 機材を利用した実習比率

（座学時間数/実習時間数） 
0～10% 40～65%  

  再訓練用教材（300種類）の印刷頁数の増加 
  印刷費用効果 
  2002 年（実施前） 2008 年（機材調達後 3年）   
 教材印刷頁数 0 頁 約 15,840,000頁  
 印刷費用（単価） 外注：8スム/頁 内製：6スム/頁  
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（注）1スム=0.001027米ドル 
 
(3) その他の成果指標 

学生の実習時間数の増加（校内で、専門科目で機材を共用する） 
  2002 年（実施前） 2008年（機材調達後3年）   
 機材を利用した実習比率

（座学時間数/実習時間数） 
0～10% 20～50%  

 学生の就職率 61～86% 86～100%  
 
6. 外部要因リスク（事業の目的（プロジェクト目標）の達成に関するもの） 
(1) 運営・維持管理のための要員・予算が確保される必要がある 
(2) 産業界、専門職業分野の雇用ニーズが変動しないこと 
 雇用ニーズが変動すると専門職業分野にも影響し、成果指標に影響が出る可能性がある。 
7. 今後の評価計画 
(1) 事後評価に用いる成果指標 

① 再訓練計画対象教員数（人） 
② 機材を利用した再訓練実習時間数 
③ 再訓練用教材印刷頁数（枚） 

(2)評価のタイミング 
 2008 年以降 

 



資料９． 入手資料リスト

数量 発行元 内容

1 工業統計 2001（ロシア語） 1 マクロ経済統計省 工業部門の全国統計

2 社会経済統計　2001（ロシア語） 1 マクロ経済統計省 社会経済関連全国統計

3 州統計年鑑 2001（ロシア語） 1 マクロ経済統計省 州別地域統計

4 人口統計 1991-2001 （ロシア語） 1 マクロ経済統計省 全国の各種人口統計

5 質問回答書（英語） 1 中等専門教育センター
中等専門教育センターに関連する
Questionnaireに対する回答書

6 質問回答書（英語） 1 中等専門教育開発研究所
中等専門教育開発研究所に関連する
Questionnaireに対する回答書

7 再訓練カリキュラム（英語） 1 高中等専門教育省
幹部教職員、技術指導員の再訓練カリ
キュラムの抜粋

8 職業カレッジ（９校）データ 1 中等専門教育センター
プロジェクト対象９パイロット校の学校別
Questionnaireに対する回答書

9 閣僚会議府令第400号（英語） 1 閣僚会議府 教員再訓練計画に係る法令

10 公共投資計画 2000-2002（英語） 1 マクロ経済統計省 公共投資に係る国家計画

11 国家戦略とプログラム 2002-2004（英語） 1 アジア開発銀行
アジア開発銀行による対ウズベキスタン
支援戦略

12
国別援助計画　2001-2003 ウズベキスタン
（英語）

1 アジア開発銀行
アジア開発銀行によるウズベキスタン向け
援助計画

資料名称
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